
第第 章章 我我がが国国製製造造業業のの競競争争力力強強化化にに向向けけたた視視点点

第第 節節 製製造造業業をを取取りり巻巻くく対対外外環環境境のの急急激激なな変変化化とと影影響響

（（ ））国国際際情情勢勢とと先先端端産産業業分分野野ををめめぐぐるる各各国国のの動動向向

近年、製造業を取り巻く対外環境は、かつてない速度で変化している。国際情勢の変動は

激しく、米国関税措置を始めとする各国の保護主義的な貿易措置の強化や、自国第一主義的

な産業政策の強化などにより、国際経済秩序の揺らぎが生じている。地政学リスクの高まり

も重なり、事業環境の不透明さと不確実性は恒常化している。

特に近年は、米中貿易摩擦などの国際情勢を背景に、米中による貿易措置の応酬など、各

国の政策は短期間で大きく変動している。米国では 年 月の第 次トランプ政権発足

以降、関税等の貿易管理措置が相次いで発動された。 年 月 日には、米国連邦最高

裁判所が相互関税等に関する大統領令を違法・無効と判断し、同日、相互関税の適用停止

と、最大 日間全ての輸入に対して ％の従価関税を賦課する大統領令が発表され、い

ずれも同月 日に発動された（図 ・ ）。また、中国は、重要鉱物に関する輸出管理

を強化しており、 年 月にはタングステン、テルル、ビスマス、モリブデン、インジ

ウム、同年 月には重レアアース 種が対象となった（図 ）。さらに、 年 月に

は、日本向けのデュアルユース品目に対する輸出管理の強化措置が実施された 。加えて、

同年 月には、日本企業等 法人を「管理リスト」に掲載しデュアルユース品目の輸出禁

止等を行うとともに、別途、日本企業等 法人を「懸念リスト」に掲載し輸出許可審査を

厳格化することが発表された。

貿易措置や輸出管理の強化などの背景には、 等の先端産業分野における各国の競争激

化もあり、 をめぐる政策・規制が各国で加速している。 年には我が国を含む各国が

に関する制度整備を進めた。 では、 年 月に成立した 法（

）が 年に段階的に施行され 、包括的な 規制を進める一方で、同

年 月には「 」が公表され、 活用に向けた施策を打ち出

している 。米国では 年 月に「 アクションプラン」が公表され、米国の 関連技

術の国際展開を促進する方針等が示された 。同月、中国においても「グローバル ガバナ

ンス行動計画」が発表され、国際的な ガバナンスに向けた枠組みが提示された 。我が国

（独）日本貿易振興機構『中国、デュアルユース品目の対日輸出管理を強化』（ 年 月 日公表、 年

月 日参照）

（独）日本貿易振興機構『 の 規則、禁止される 利用のルールが適用開始に』（ 年 月 日公表、

年 月 日参照）

［ ］『 』

［ ］『 』

『 』（ 年

月 日公表、 年 月 日参照）
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では、 年 月に「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律」（ 法）

が全面施行され、 によるイノベーションの促進とリスク対応のための枠組みが定められ

ている 。さらに、同年 月には「人工知能基本計画」が閣議決定され、 の信頼性確保と

ともに の利活用の加速的推進が施策の方向性として示された 。

各国が 分野への関与を一層強化する中、 を始めとするデジタル技術の進展は、産業

の競争力や事業運営の在り方に大きな影響を及ぼしている。

図 ：米国の関税措置の概要（ 年 月時点）

資料：（独）日本貿易振興機構「米国トランプ政権の関税政策の要旨」（ 年 月）

内閣府［ ］『人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（ 法）の概要』

内閣府［ ］『人工知能基本計画（概要）』
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図 ：米国と中国による貿易管理等措置の主な動向（ 年 月時点）

資料：経済産業省「通商戦略 」（ 年 月）、経済産業省「第 回 経済安全保障に関する産業・技術基
盤強化のための有識者会議 資料 経済安全保障に関する産業・技術基盤強化の検討状況と今後の方向
性」（ 年 月）から経済産業省作成
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（（ ））我我がが国国製製造造事事業業者者へへのの影影響響

このような対外環境の変化は、製造事業者の事業活動にいかに影響を与えているのだろう

か。特に 年の対米輸出総額の 割超を占めている輸送用機器 のうち、自動車について

着目したい。

自動車の我が国からの輸出数量の推移をみると、全世界向け、米国向けともに、 年前

半に新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等により減少したが、 年頃にかけて回

復傾向がみられる。 年以降は、特に米国についてはやや低調に推移しており、 年に

発生した自動車工業関連の工場稼働停止 の影響等によるものと考えられる。一方、輸出単

価の推移をみると、米国向け輸出単価は 年頃から 年前半まで上昇傾向で推移してい

る。

次に、米国関税措置が発動された 後の動きをみると、 年 月から 月の米国向け輸出

単価は、低下している。米国内での販売価格上昇を抑えるため、輸出価格から米国関税措置

上昇分を引き下げる動きや、相対的に販売価格の低い車種の輸出割合を増加させる動きがあ

ったことがうかがえる。価格上昇に伴う輸出数量の減少を回避し、米国関税措置の適用下に

おいても輸出数量を維持しようとする動きがあったものと考えられるが、 年 月以降は

再び輸出単価が上昇しており、製造事業者は収益の確保を図るため、ハイブリッド車や大型

ガソリン車等の利益率の高い商品の輸出増加や価格転嫁等を徐々に進めていることがうかが

える（図 ）。

（独）日本貿易振興機構「ドル建て貿易概況」（主要国・地域別×主要商品別 輸出 （ ～ 年））を用い

て、経済産業省にて算出したもの。

（独）日本貿易振興機構『ジェトロ世界貿易投資報告 年版』（ 年 月 日公表、 年 月 日

参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、世界共通関税と相互関税課す大統領令を発表』（ 年 月

日公表、 年 月 日参照）

図 ：我が国からの自動車の輸出推移

備考： ．「自動車」は、「乗用自動車その他の自動車」とする。

．数量は「個、本、枚、頭、羽、匹、台、両、機、隻、着」のいずれかであり、単価＝輸出金額（万円）

／数量にて算出。

資料：財務省「貿易統計」（ 年 月）から経済産業省作成
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経済産業省では、米国関税措置の影響を評価するとともに、必要となる国内対策を速やか

に実行に移すため、「米国関税対策本部」を設置 し、米国関税措置に関する対応について議

論を行っている。 年 月に行われた「第 回米国関税対策本部」では、企業の業績見通し

を公表しており、特に製造業の中でも自動車分野においては、減益を見込む企業が多いこと

が分かる（図 ）。

経済産業省［ ］『米国関税対策本部の設置について』

図 ：米国関税措置の影響

資料：経済産業省「第 回米国関税対策本部 資料 米国関税措置の影響と対応」（ 年 月）
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また、製造事業者が経営を行う中で影響の大きかった各国の通商・産業政策の変化を確認

すると、「米国関税措置（ 年）」を挙げる事業者が約 割と、半数の事業者が米国関税

政策の影響を意識していることが分かった。次いで、「米国による対中半導体規制の強化

（ 年～）」、「中国によるレアアース輸出制限（ 年）」を挙げる事業者の割合が高い

結果となった（図 ）。

図 ：製造事業者に影響を与えた各国の通商・産業政策の変化

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の

課題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）

これらの意識は実際の企業行動にどのように結び付いているのだろうか。第 章で述べた

とおり、直近 年間で事業者が最も実施した企業行動は「価格転嫁（販売先に対する値上げ

要請、消費者価格の値上げ）」であった。価格転嫁分のコストについてみてみると、「原材料

価格の高騰分」、「労務費の高騰分」、「エネルギーコストの上昇分」を挙げる事業者が大きな

割合を占めており、「関税の税率上昇分」を転嫁したと回答する事業者は 割未満であった

（図 ）。
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図 ：価格転嫁したコストの内容

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の

課題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）

関税の税率上昇分を価格転嫁しなかった事業者のうち、その理由として割合が最も高かっ

たのは「関税の税率上昇の影響はない」であった。一方で、「関税の税率上昇による影響を

精査しきれていない」と回答した事業者は約 割となっており、現時点で関税の影響を把握

しきれていない事業者が一定数いることが分かった（図 ）。

図 ：関税の税率上昇分を価格転嫁しなかった理由

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の

課題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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また、今後 年以内に価格転嫁を実施する計画を業種別に比較すると、輸送用機械と鉄鋼

業で価格転嫁の実施を予定している事業者の割合が、他業種と比較して ポイント以上高

い結果となった（図 ）。

図 ：今後 年以内に価格転嫁を実施する計画（業種別）

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の

課題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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